
2.8.3	 都市環境サステナビリティ

（1）研究開発領域の定義
都市住民が生活する都市環境のサステナビリティ、レジリエンスに関する研究開発、社会実装の取組を扱う。

気候変動や自然災害などが都市環境に与える影響の予測と評価、それらを基盤にした都市レジリエンスの向
上策や適応シナリオ構築、実装促進策などを扱う。都市住民の健康、人生の質（Quality	of	life：QOL）、ウェ
ルビーイングに関する研究開発や社会実装の取り組みも対象とする。
気候変動と都市ヒートアイランド現象による暑熱、地震などの自然災害、それらの複合災害が及ぼす影響

の解析や、地域住民協働に向けた視覚化手法などの適応、レジリエンスに資する開発や取り組みを含める。
暑熱や極端気象に備えるための都市計画シナリオ構築、自然災害への防災行動計画等も含める。都市近郊林
や緑地、里地里山、街路樹、屋上緑化等の都市の自然が都市住民の身体・精神・社会的健康に与える影響
を解析する手法の開発、およびその影響の評価と予測も行う。それらを基盤とした持続的な都市景観やグリー
ンインフラの管理・設計も対象とする。

（2）キーワード
レジリエンス、予測不確実性、自然災害、複合災害、適応策、復旧・復興、ダウンタイム、事業継続計画

（Business	Continuity	Plan：BCP）、グリーンインフラ、都市緑地、土地利用規制、温暖化ダウンスケーリ
ング、都市ヒートアイランド、持続可能な開発目標（Sustainable	Development	Goals：SDGs）、地方自
治体、健康、熱関連超過死亡、暑熱適応、自然体験、環境心理学、低栄養、下痢性疾患、動物媒介感染症、
Co–benefit（共便益）、ライフスタイル転換、超高齢社会

（3）研究開発領域の概要
［本領域の意義］

自然災害について、気候変動が全世界的に防災対策における大きなテーマとなってきたが、地震・火山災
害も社会に重大な影響を与える。我が国を含む環太平洋地域、地中海からインドにかけての地域などでは避
けられない災害である。自然災害への防災は、既存の防災策に追加的な適応策をあわせたものとせざるを得
ない。個別、単体での技術開発や備えはかなり進められているが、システムとしての社会実装に課題がある。
さらに台風による停電中の熱波の襲来、感染症蔓延下での酷暑や洪水災害など複合災害への対策の必要性も
この数年で社会的に認識された。特に都市域での被災は、世界の経済活動にも大きな影響を与えることから
事業継続計画（BCP）の観点での対策が求められている。研究と行政的対応を継続し、レジリエンスを高め
ていく必要がある。
気候変動について、温室効果ガス（Green	House	Gases：GHGs）の大気中平均存在寿命は長期に渡り、

温暖化が不可避の状況下に既にある。ますます深刻化する将来に向け、エネルギー高効率化、エネルギー転
換等により気候変動影響を「緩和」する努力と、気候変動影響を前提に「適応」する両輪の対策が不可欠で
あることが我が国でも共通認識になりつつある。現在のように気候変動影響が顕在化する以前から気候変動
影響評価が行われてきた。気候変動影響評価とは、ハザード（危険な事象）、曝露（影響を受ける可能性の
ある人的・物的損害の大きさ）、脆弱性（損害の受けやすさ）の観点から気候変動による影響を、モデルを
用いてリスク評価する手法である。「適応策」はあらゆる分野に関わり、その内容・優先順位は地域ごとに異
なる。気候変動の将来予測、その地域レベルへのダウンスケール、その結果を踏まえた地域への影響予測、
地域特有の脆弱性とリスク評価、対策技術、社会実装など、多岐に渡る研究と活動が求められる1）。
都市気候では、全球的な気候変動による影響だけでなく、都市ヒートアイランド現象が気候変動による暑

熱が顕在化する以前からの課題である。現在は都市ヒートアイランド現象だけではなく、気候変動がもたらす
暑熱も加わっている。都市ヒートアイランド現象緩和策としてクールルーフ、屋上緑化、人工排熱削減などの
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技術が、すでに普及している。都市ヒートアイランド現象適応策として日射遮蔽、ミスト噴霧なども実践され
ている。このような対策技術を適材適所に導入する社会実装も都市気候研究の重要な役割である。温暖化し
た将来の都市気候を前提に、より良い都市計画に貢献していく必要がある。
都市計画、建築環境で扱うレジリエンスには自然災害リスクに加え、感染症リスクなどの健康に関するリス

クも含まれる。19世紀に誕生した西欧の近代都市計画では、ペストやコレラなどの感染症に対し、下水道網
や広幅員道路の敷設など公衆衛生を改善する都市大改造が行われた。しかし、富裕層がグリーンベルトに囲
まれた田園郊外住宅を形成し、低所得層が密集したスラム街が形成されるという格差構造の固定化問題も起
きた。今後の将来都市計画では、一部のみが利益を享受する社会ではなく、より良い長期展望を元にして、
包摂性（インクルーシブ）や冗長性（リダンダンシー）、多様性（ダイバーシティ）を一層高めた都市の構築
を検討していく必要がある2）。
近年、世界的に非感染性疾患の患者数が増加している。非感染性疾患はがん・糖尿病・循環器疾患・呼

吸器疾患等で生活習慣の改善により予防可能である。また、うつ病や不安症状等の精神疾患の患者数も増加
している。うつ病の人は世界で推計3億人以上と推計3）されていた中、新型コロナウイルス感染症
（COVID–19）のパンデミックによって悪化したとみられる4）。こうした非感染性疾患・精神疾患の蔓延は、
人々の寿命やQOLを低下させるだけではなく、社会に対して甚大な経済的・社会的コストをもたらす。これ
らの疾患を減少させることが、特に先進国で大きな社会的課題となっている。近年、都市近郊林や緑地、里
地里山、街路樹、屋上緑化等の都市の自然は上記の疾患の拡大防止に貢献し得ると指摘されている。緑地の
訪問や街路樹を眺めること等の身近な自然との関わり合いが、人々に身体、精神、社会的健康便益をもたら
すことが実際に明らかにされてきている。現代社会に蔓延する非感染性疾患や精神疾患の減少に対しても、
都市の自然を上手に活用し、より良い活用方策を講じる必要がある。
日本のような超高齢社会では、都市環境や住環境の熱的快適性の議論にとどまらず、特に健康維持と生命

維持のための暑熱対策が不可欠となる。個人におけるライフスタイル転換は、クールビズやシェアライドなど
様々あるが、従来の慣行からの行動転換を円滑に促す技術開発も重要である。
SDGs達成に向けて産官学民をあげた取り組みが行われる中、SDGsの達成に貢献し得る研究が増加して

いる。 SDGsでは都市に直接的に関わる目標11「住み続けられるまちづくりを」が存在する。 SDGsの目標
は互いに連関しているため、目標11単独での解決のみ模索するのは不十分で、トレードオフを抑制し、シナ
ジーを最大化する統合的な解決方法の検討が必要不可欠である。例えばCOVID–19は都市の過密化と集住
が被害を大きくしている側面があり、都市問題（目標11）と住民の健康問題（目標3）を同時に考慮しなけ
ればならない。近年、我が国では熱中症搬送者数が急増しているが、これも地球温暖化（目標13）とヒート
アイランド現象（目標11）と住民の健康問題（目標3）を同時に検討しなければ有効な解決策は見出せない。
気候変動に起因する災害も脆弱な都市で被害が大きくなる傾向があることから、統合的に都市のレジリエンス
性を向上させることが求められている（目標9・11・13）。都市緑化は都市問題（目標11）と住民の健康（目
標3）と陸域生態系の保護（目標15）に直接的に効果をもたらし、他にも間接的に関連する目標が含まれる。
このように、SDGsの17の目標を用いて都市環境を俯瞰することで様々な課題とその連関が明確化される。
都市環境に関わる課題を統合的に解決し得る研究開発が進めば、結果としてSDGsの達成にも大きく貢献する。

［研究開発の動向］
 1 レジリエンス、複合災害
自然災害への防災対策については、災害に対する抵抗力に加え、発生した被害に対して対応する回復力

にも注目するレジリエンスの考え方が注目されている。回復力という観点で、これまでの命・財産から、事
業・地域の継続ということが新たな防災の目標となっている。具体的には、経済被害の波及という観点か
らBCP、2015年に仙台で開催された国連防災会議では、いわゆるより良い復興（Build	Back	Better）
が新たな防災課題となっている。災害の影響が連鎖する複合災害への関心が高まっている。
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こういった背景を含めレジリエンスを定量的に定義しようとする取り組みが行われており、日本建築学会
では建築物のレジリエンス性能を定量化する試み、米国においては地震災害後の復旧時間に着目した防災
対策についての指針が示されるようになっている5）。複合災害については、日本では南海トラフ地震、首都
直下地震といった「国難」災害を対象に、複合・巨大災害の時系列・空間的な全体像を明らかにする取り
組みが土木学会で行われている。

 2 極端気象災害など自然災害のもたらす多様な影響評価
極端気象による影響について、国際的なデータベースなどの整備により、評価が可能となってきている。

しかし、地球レベルを対象とした健康分野の評価研究はほぼ死亡と経済損失に限られる。近年頻発化して
いる洪水災害に際しても、単に死亡だけでなく、避難所生活を強いられることの問題、家族や家などを失
う精神的な問題などは個別の災害での報告どまりで、さらに進展が必要である。
これまであまり行われていなかった研究として、wild	fire（野火。日本の国土に限れば山火事の訳で差

し支えないが、大陸国ではwild	fireは山だけでなく平地でも起こるため、野火と訳される。）の影響があげ
られる。直接の焼死のみでなく、燃焼によって生じる大気汚染物質による影響を考慮している。これも複合
影響研究の一つと考えられ、発生に関する研究とともに、これまでの大気汚染研究の応用として論文の増
加が予想される。

 3 温暖化影響予測シミュレーションモデル開発
気候変動が都市生活や住民の健康に及ぼす影響を予測・評価するためには、温暖化を適切に解析・予

測できるシミュレーションモデル開発が不可欠である。シミュレーションモデル開発では、文部科学省「人・
自然・地球共生プロジェクト：温暖化予測「日本モデル」ミッション」（共生）（2002～2006年度）の成
果が気候変動に関する政府間パネル（Intergovernmental	Panel	on	Climate	Change：IPCC）第4次
評価報告書に、「21世紀気候変動予測革新プログラム」（革新）（2007～2011年度）の成果がIPCC第5
次評価報告書に、「気候変動リスク情報創生プログラム」（創生）（2012～2016年度）、「統合的気候モデル
高度化研究プログラム」（統合）（2017～2021年度）の成果がIPCC第6次評価報告書に大きく貢献した。　

 4 温暖化ダウンスケーリング
全球気候モデルの空間解像度は通常100～数100	km程度の空間平均値であり、都市住民の健康への

影響予測・評価に適用できない。その空間解像度のギャップを埋めるため「温暖化ダウンスケーリング」
技術が開発されてきた。ダウンスケーリングは空間詳細化を意味する。全球気候モデルの出力結果をより
高解像度のシミュレーションモデルを用いて空間詳細化を施す力学的ダウンスケーリングと、広域の気象場
と局所の気象要素の経験的・統計的関係に基づいて空間詳細化を施す統計的ダウンスケーリングの2つの
手法に大別される。文部科学省「気候変動適応研究推進プログラム」（2010～2014年度）で開発された
温暖化ダウンスケーリングモデル6）、7）は、地球スケールから大陸・国、地域、都市、街区・建物に至る
気候・微気候を段階的かつ連続的に解析・予測可能なモデルとなっている。これは建物3次元情報などの
街区ビル構造などもモデルに取り込んでおり、都市計画の相違による将来影響も予測できる。このような研
究成果によって初めて、地球規模の温暖化が都市生活や住民の健康に及ぼす影響を、局所的な都市ヒート
アイランドの影響と合わせて定量的かつ詳細に予測・評価でき、適応の具体的な方策を検討できるように
なった。温暖化ダウンスケーリングモデルは、深刻化するこれからの温暖化時代において特に有効な環境
影響予測・評価ツールである。既に、将来の都市暑熱環境下の健康被害の推定 8）や、暑熱環境に適応す
る都市・街区計画の検討 9）などに応用され、都市計画などの政策決定に向けて重要な知見を提供している。
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 5 都市暑熱化への都市、建築物スケールの緩和策、適応策
都市ヒートアイランド現象に加えて気候変動により都市暑熱化が進展しており、熱中症搬送者数が増加し

ている。特に日本の大都市はほとんどが、厳しい夏の暑さに晒される位置にあり、欧米の諸都市と比較す
ると明らかに高温多湿の熱中症に陥りやすい気候条件である。
全球モデルからダウンスケールして都市の暑熱環境の予測をしようとする研究と建物内の温熱環境や人

体の体温変化を予測しようとする研究を結びつけようとする試み10）が開始されている。また、都市キャノ
ピー内の暑熱環境の実態や暑熱影響を緩和するための緑陰形成の状況を把握するために、都市で撮影され
た動画や静止画を人工知能で分析する研究も開始されている。バイタルセンサー等を用いてパーソナルな熱
中症発症リスクを予測して警告するためのデバイス開発なども進んでおり、高温化する現代、将来の都市環
境下で人命を救うための研究が活発化している。
気候変動への関心が高まる以前より、都市ヒートアイランド現象が世界の各都市で課題であった。我が

国ではクールルーフ、クールペイブメント、屋上緑化などのヒートアイランド緩和策から、日除けや街路樹
などによる日射遮蔽、ミスト噴霧、散水などによる暑さ対策がヒートアイランド適応策、外部空間における
人体の温熱生理、心理反応を考慮した暑熱適応に関する研究や実践に移行しつつある。日本では環境省が
ヒートアイランド対策で培われ、気候変動適応策の知見も加えて「まちなかの暑さ対策ガイドライン」11）を
公表している。地方自治体での熱中症対策は予防のための普及啓発、放送等での注意喚起や高齢者の訪
問・声掛けといったソフト対策が主体の状況である。複合災害を見据えた避難場所の確保や公共施設の空
調設備の設置、緑地を増やす、風の道をつくるといったハード対策を強化していく必要がある。適応策のメ
ニューの充実、社会実装のための合意形成等、新たな連携と分野を横断した研究が望まれる。
海外では体系的な研究や実践の例は少ないが、適応策の観点から洪水対策などとともに都市における暑

さ対策の施策が実施されている場合がある。世界では近年の熱波の出現頻度の増加を背景として、熱波と
都市ヒートアイランド現象との関連性の研究が注目されている。

 6 熱ストレスによる健康被害の影響予測、評価と行動変容をともなう適応策
市町村など小さな区分における高気温の影響に関しては、いくつか報告があったものの、曝露である気

温の計測地点がそれほど密でなかったり、死亡数が小さいために日別といった短期的な影響の評価は困難
であった。通常の日別解析では、1日10人以上の死亡数が必要 12）とされていた。死亡データに関しては、
通常はせいぜい市町村レベルまでの情報しか解析用には得られないことが多いが、England	&	Walesなど
ではより細かい区分での死亡状況とともに社会経済状況の情報も得られるため、そのような地域では気温
の影響に与える社会経済的な要因に関する調査も可能である。後の項目でも述べるが、この数年間で解析
方法に大きな進歩が見られ、小さな地域であっても解析が可能になってきた。現在その方法での解析として
はEngland	&	Walesの評価が発表されたのみ13）だが、今後は同様の報告が世界各地からなされるものと
思われる。それにともない、温暖化に加えて都市のヒートアイランド現象による気温上昇についても、今後
は活発に研究がなされ、将来予測も行われると考えられる。
適応策について、当初よりエアコンの使用はGHGsの増加を伴うことから問題視された側面もあった。

中長期的には電力を再生可能エネルギーに移行し、緩和策への悪影響を減少させていく必要があることは
言うまでもない。しかしながら、近年の高気温による死亡・熱中症などは災害と考えるべきであり、緊急避
難的には当然エアコンの使用は推奨されるべきである。むしろ、東京監察医務院「平成27年夏の熱中症
死亡者の状況（東京都23区）」の報告にあるように、剖検で熱中症と診断された例の多くがエアコンのな
い部屋で過ごしていたか、エアコンがあっても使用していなかったとの報告がある。熊谷市で開始されたよ
うなエアコンの設置補助に加え、何らかの経済的措置によって電気代の節約のためにエアコンを使用しない
といった状況を改善するべきである。
それとともに、エアコンのみに頼らない方策も重要である。緩和策の面からも当然だが、国内でも必要
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なだけの電力供給が得られない状況も発生する。たとえば福島原発事故の後の関東圏や2019年台風19
号後に千葉県で発生したような電力不足の状況である。エアコン以外の一般的な適応策に関しては、地域
特性によって大きく異なる14）。我が国にあった方策を研究していくべきである。たとえば、日本では湯船の
ある家が一般的である。エアコンが使用できない状況では湯船で行水する、非常に気温の高い昼間は湯船
に避難する、といった対応など、生理学的な裏付けをともなう研究開発とその普及が重要である。

 7 都市における身近な自然環境と人の健康との関係に関する研究
現在、公衆衛生学や都市計画学、生態学等の分野で、都市における身近な自然環境と人の健康の関係

に関する研究が進んでいる。これまでの研究から、主に都市緑地などの身近な自然との関わり合いは、スト
レス減少、睡眠の質の向上、心理的健康の改善（鬱症状の減少、不安症状の減少、幸福度・人生満足度
の向上、攻撃性の減少、注意欠陥・多動性障害（Attention–Deficit	Hyperactivity	Disorder：
ADHD）の症状の減少）、社会的結合度（コミュニティの健全性）の向上、血圧の低下、心不全の防止、
幼児の発育の促進、肥満の防止、視力の向上、免疫機能の向上、糖尿病の防止、寿命の向上、認知機能
の向上等の様々な健康指標と関連することが報告されている15）。これらの健康指標は大きくは、（1）身体
的な運動促進（緑地の散策等）による健康効果、（2）直接的な自然との接触から得られる精神的な健康
効果、（3）地域コミュニティに属する人との接触に伴う社会的健康効果、（4）自然との接触で得られる認
知機能の向上の四つの経路でもたらされると考えられている15）。
当該分野における初期の研究は、都市の自然がもたらす短期的な健康効果（都市緑地の滞在で得られる

一時的なストレス減少等）に注目してきたが、景観や健康データの整備、統計解析の手法発展に伴い、よ
り長期的な健康にも影響することが明らかとなってきた（例えば、鬱症状の減少等）。加えて、近年では、
生態学者の参入により、これまで抽象的に扱われてきた「自然」を分割し、どの種類・要素の自然が特に
人の健康促進に結びついているのかを明らかにする動きが高まっている。実際に、一部の健康指標につい
ては、生物多様性（生物種の数）と健康指標の間に正の関係があることが分かってきている。例えば、緑
地を訪問した時に得られる心理的効果（リラックス効果）は生物多様性が高い緑地で大きくなることが多
数の研究で報告されている。この健康と生物多様性の正の関係（Biodiversity–wellbeing仮説と呼ばれ
る）は現在盛んに研究が行われている分野であり、そのメカニズムについても徐々に明らかになりつつある。
健康促進に資する自然の要素を特定することは、今後具体的な都市景観管理を行う上で必須である。

 8 Co–benefit（共便益）、トレードオフ
緩和コストを考慮する場合に重要な概念であるCo–benefitに基づく研究が加速している。緩和のための

化石燃料の削減は短寿命気候強制因子（Short–Lived	Climate	Forcers：SLCFs）の減少を意味する。
SLCFsには、大気汚染で重要な粒子状物質の成分やオゾンが含まれている。SLCFsである粒子状物質とオ
ゾンの減少を通じて健康への悪影響の減少が期待されるが、これまでは気温の影響は気温の影響として評
価し、大気汚染の評価に際しては、気温を共変量としてその影響を除いて大気汚染の影響を評価されてき
ていた。Co–benefitを定量的に評価するために、この二つの要因をモデル化するための研究が各国で始め
られている。
SLCFsの減少は健康増進につながるが、SLCFsは多様な成分の総称であり、オゾンや煤などの温暖化

作用をもつ成分だけではなく、成分に応じて大気化学反応、放射攪乱効果、雲生成による間接効果により
冷却化作用をもつとみられる成分もある。2023年から始まる予定のIPCC第7次評価サイクルにおいて、
これまでの研究でわかっている知見をもとに「SLCFsに関する方法論報告書」を作成することがすでに
2019年のIPCC第49回会合で決定されている16）

Co–benefit研究としては、牛肉などを少なくする食生活改善による健康なども行われている。上述した
エアコン利用についても含まれる。
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 9 人口集中地区への持続可能な水資源・食料・エネルギー供給
海外では、都市や地域との具体的なプロジェクトとして適応策を実装し、その情報を発信共有するトレン

ドがある。特に途上国では健康分野で安全な水供給と感染症に重点が置かれている。都市における貧困層
の住居は、自然災害などに脆弱である場合が多い。日本であまり認識されていないが、都市は水資源・食
料・エネルギーの一大消費地であり、その需要は周辺の地域が支えている場合が多い。今後も都市への人
口集中が進む地域で、気候変動にレジリエンスで持続可能な水資源・食料・エネルギー資源供給について
世界ではプロジェクト研究が行われている。

 10 SDGsを活用した分野横断的な研究
解決することが容易なsimple	problemsでも、解決することが困難なcomplex	problemsでもない、

問題を定義することすら困難なwicked	problemsが増えている。上述したような都市環境サステナビリ
ティに関わる諸課題もまさにwicked	problemであり、唯一解は存在せず、分野の垣根を超えた関係者に
よる協働が重要である。このようなwicked	problemに立ち向かうためにSDGsを活用した分野横断的な
研究が広がりを見せている。JSTとAMED、国際協力機構（JICA）の「地球規模課題対応国際科学技術
協力プログラム（SATREPS）」では、各プロジェクトがSDGsの達成にどのように貢献するかを明確化す
るよう求めている。これに続き、2019年、JST–RISTEXが開始した「SDGsの達成に向けた共創的研究
開発プログラム（SOLVE	for	SDGs）」でも、国内の地域課題の解決を通してSDGs達成に資する研究開
発が求められている。2020年、内閣府が、破壊的イノベーションの創出を目指し、より大胆な発想に基づ
く挑戦的な研究開発を推進する「ムーンショット型研究開発制度」を創設した。9つのいずれの目標も都市
環境やSDGsと密接な関係がある。以上のように、研究開発のプログラムや制度内にSDGsの理念を取り
入れた制度が増えており、都市環境サステナビリティに関わる諸課題を統合的に解決する研究開発が求め
られている。

（4）注目動向
［新展開・技術トピックス］

 1 極端気象災害の頻発や国際情勢の激変に伴う気候変動緩和・適応への関心増大
2021年から順次公表されたIPCC第6次評価報告書を待つまでもなく、現在は「温暖化」のフェーズに

あり、我が国でもここ数年は毎年、豪雨や台風による水害が起こっている。世界でも2022年は9月までに
パキスタンで大洪水が発生したり、英国やスペイン、中国などでは夏の干ばつで水力発電ができなかったり
農作物の収穫に悪影響が出たりした。生命への危険に加え、経済的損失も甚大化している。2050年まで
に世界人口の三分の二が都市に居住するようになることから、気候変動が都市環境と健康に与える影響は
大きい。気候変動が都市に与える影響や適応について、2022年2月に公表されたIPCC第6次評価報告書
第2作業部会報告書（影響・適応・脆弱性）においても第6章「都市、居住地、主要施設」と1つの章を
設けている。一方で都市はGHGsの巨大排出源でもある。気候変動の緩和のための都市からのGHGs排
出削減についても、2022年4月に公表されたIPCC第6次評価報告書第3作業部会報告書（気候変動の
緩和）の第8章「都市システムとその他居住地」と1つの章を設けて詳述されている。2023年から始まる
予定のIPCC第7次評価サイクルで、「都市と気候変動に関する特別報告書」を作成することがすでに
2016年のIPCC第43回会合IPCC第43回会合で決定されている17）。
本俯瞰報告書で継続して指摘している通り、世界的に熱ストレスによる死亡者数、下痢性疾患、洪水に

よる死亡者数の増加や、感染症を媒介する生物の生息可能域の拡大などを通じたマラリアやデング熱によ
る死亡の増加が気候変動によってもたらされる18）と科学的にすでに予測されていた。そこに、前回の俯瞰
報告書（2021年版）で述べた通り、COVID–19が流行し、我が国を含む世界各地で複合災害がもたらさ
れた。さらに2022年2月にロシアによるウクライナ侵攻という大事件が勃発し、世界的な食料・エネルギー
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問題が顕在化した。このような社会情勢のもとで、いかにして健康的な生活を守りながらエネルギー転換
など気候変動への対策を現実社会で円滑に進めていくかを示す研究は、さらに重要性を増している。

 2 レジリエンス性能
建築分野では、BCPで設定される目標復旧時間（Recovery	Time	Objective：	RTO）に着目し、建物

のレジリエンス性能を定量的に評価する仕組みの構築に取り組みが行われている。日本建築学会「レジリ
エンス建築TF」（2019～2021年）が建物の利用可能床面積に着目した評価手法の開発、中層オフィスを
事例に具体的な評価方法を提案している。米国では建物のダウンタイムに着目した評価手法
（Recommended	Options	for	Improving	the	Built	Environment	for	Post–Earthquake	
Reoccupancy	and	Functional	Recovery	Time、FEMA	P–2090/	NIST	SP–1254	/	January	20）が
提案されている。日本土木学会と米国土木学会はインフラレジリエンスに関する共同研究を実施している。

 3 都市計画の動的レイヤーリング 19）

西欧の近代都市計画におけるゾーニングとは、空間を区分けし、個々の空間単位を均質な利用に特化さ
せ、それらを集合化させて都市機能を満たそうという発想である。自然災害があまり発生せず、堅牢性（ロ
バストネス）を重視する西欧の近代型の発想と言える。ゾーニングの結果、土地利用が固定化され、相当
な事態が無い限り変更しない計画の在り方が、現代社会に対応しきれない課題がある。
一方、近代に西欧型都市計画を輸入する以前まで、もともと自然災害が多い日本では、都市は再建を繰

り返すレジリエンス（復元力）の発想が必然的であった。そのような背景での動的レイヤーリングの発想と
は、例えば建築物においては間取りや用途変更が可能な柔軟性、都市構造においては単一機能に固定しな
い冗長性（リダンダンシー）が該当する。河川敷の洪水防止機能と生態系保全と住民の余暇利用や、田ん
ぼの食糧生産機能と暑熱緩和機能、洪水調節、地下水貯留機能といった、時間や危機発生に応じた多面
的機能も動的レイヤーリングの発想である。今後、さらなる新興・再興感染症の襲来や、気候変動に伴う
風水害等の激甚災害に備えるに際して、現代型さらには将来型都市計画にあたり、新しい動的レイヤーリ
ングに関する研究や検討が求められる。

 4 ハザードマップ
都市部での豪雨時の浸水予測が従来よりも正確にシミュレーションできるようになった背景から、日本で

は多くの自治体がハザードマップを作成・公開している。国土交通省は、洪水のほかに土砂災害、津波の
ハザードマップ情報も提供している。先進的な自治体では、地域住民と協力し、避難経路や避難が難しい
高齢者などの介助の情報なども含めたマップを作成している。近年、3次元化して立体情報を含ませたり、
下水管きょからの内水氾濫予測を含めた避難ルートマップにしたり、ハザードマップを高度化する検討が進
められている。都市デジタルツインを産学官連携で構築し、防災に活用する検討も行われている。

 5 タイムライン20）

2012年、ニューヨーク州がハリケーン・サンディ来襲時に実施したことで防災分野で有名となった。発
生が予測される被害や過去に起きたことのある事象を時系列に並べ、被害の発生を抑えるために計画を作
る。これをもとに住民避難などの対策を進め、被害を最小限にする手法である。我が国での洪水災害にお
いても、河川水位の上昇などの指標に応じた避難行動などに取り入れらている。

 6 グリーンインフラ
米国で発案された社会資本整備の手法で、自然が有する多様な機能や仕組みを活用したインフラストラ

クチャーや土地利用計画を指す。我が国が抱える社会的課題を解決し、持続的な地域を創出する取組みと
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して2015年の国土形成計画の第4次社会資本整備重点計画から採り上げられている。ソフト・ハード両面
を混ぜ合わせた考え方で、自然の力を防災・減災に活用する“Ecosystem–based	disaster	risk	
reduction：Eco–DRR”という言い方でも注目を集めている。
国土交通省は「グリーンインフラ推進戦略」（2019年7月）を発表し、グリーンインフラの社会実装推進

を目的とした「グリーンインフラ官民連携プラットフォーム」（2020年3月）を設立している。内閣府と環境
省は2020年2月から気候変動を踏まえたインフラ整備に関する意見交換会を開催しており、グリーンイン
フラの整備を重要な施策の一つに掲げている。関係府省庁の垣根を超えたパートナーシップを生かす動き
が活発化している。さらにこうした動きを支援するためのグリーンインフラ整備に資する研究開発の推進が
必要である。

 7  都市農業 21）

近年、都市環境の向上・気候変動への適応という考え方だけではなく、都市住民の健康促進の観点から
都市農業が注目を浴びている。実際に最近の研究から、都市における農体験は、都市住民に様々な健康便
益をもたらすことが明らかになってきている22）。地産地消だけでなく、教育機能やグリーンインフラとして
の防災機能、雇用創出、QOLの向上など多岐にわたるベネフィットも期待できる。我が国の「生産緑地の
2022年問題」は10年先送りとなったが、都市近郊農地の宅地転用は今後も続くとみられる。無秩序、無
計画な宅地開発は都市景観、住環境保全の衰退につながる。都市農業のもつ多面的な便益、機能がもた
らす価値を示し、長期的に魅力をもった新しい農住まちづくりにつなげていくことが重要である。

 8 用量反応モデル（dose–response model）の応用
特定の病原体が特定の集団に引き起こす感染症の発症、死亡等の影響の確率を、病原体の曝露量（用

量=摂取量）の関数として表したものが用量反応モデルである。これまでは化学物質の健康影響に関する
基準値等を設定する際に用いられてきたが、近年このモデルを都市の自然と健康の関係に当てはめる研究
が行われている23）。このモデルを用いることで、都市住民が健康効果を得る際に最低限必要な「自然の摂
取量（nature	dose）」を推定することが可能となり、応用的意義は高い。

 9 文化的生態系サービス
レクリエーションや観光などを通して、人々が生態系から得る非物質的な利益を指す。生態系サービスと

は、国際連合の主導で定量的に取りまとめられた「自然の恵み」である。そこには、食料や木材などの供給、
気候や水循環の調整などの物質的な効用とならび、人間のメンタルヘルスに対する恩恵も明記されている。
しかし、このメンタルヘルスに対する恩恵の定量化は、他のサービスと比べて遅れている。

 10 経験の消失（extinction of experience）
近年の都市化によって人々が自然と触れる機会が減少している傾向を「経験の消失」という。経験の消

失は、人の健康状態の劣化だけではなく、社会の環境保全意識・行動を衰退させる恐れがあると指摘され
ている24）。都市における自然再生を行い経験の消失を防ぐことが出来れば、人の健康促進と長期的な環境
保全の両方が達成できる可能性がある。

 11 デジタル技術の進歩、普及、さらなる活用
多くの人が個人でスマートフォンを持つようになり、気象庁や各気象情報会社などが提供する雨雲レー

ダー（高解像度降水ナウキャスト）等の画面が、誰でも気軽に確認できるようになった。これは防災・減
災対策のツールとして大いに有効である。より効果的に用いられるための検討は引き続き重要である。
また、多くの人がソーシャルネットワーキングサービス（Social	Networking	Service：	SNS	）	などを
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用いて容易に発信者となる時代となった。そこから得られるデータは膨大な量にのぼる。もちろん、統制さ
れた情報ではないため、その統計解析、解釈には注意が必要だが、これまで得られなかったような情報が
得られる可能性を秘めている。
第一に、既存のスマートフォンからの情報だけでも、全地球測位システム	（Global	Positioning	

System：	GPS）を介して小地域の気象との組み合わせでどの程度の高温に曝露しているかについての分布
が得られる。そのような気温の曝露ごとにどの程度の人がSNSを通じて暑いと発信するかといった情報も
得られる。
第二に、ウェアラブル端末が普及したことにより、そのような高温曝露情報と対応してそれぞれの個人の

生理学的データも得られる。既存の心電図を組み込んだ端末を用いれば心拍の揺らぎから自律神経の状況
も推定できる。

 12  仮想現実（Virtual Reality：VR）やコンピュータ・グラフィックス（Computer Graphics：CG ）
の活用
災害リスクコミュニケーションツールとして、VRやCGを用いた研究が行われている。具体的には、VR

を利用して過去の災害の可視化する、または予測される状況を再現する、その疑似体験などである。一般
の災害体験施設などで、災害を我が事としてリアルにとらえるための活用も始まっている。
都市の自然がもたらす健康効果を定量化するためのツールとしても、VRやCGを用いた研究が行われて

いる。自然度が異なる都市景観を再現するためにVRが使われている。こうした研究ではあくまで短期的な
健康効果（一時的なストレスの減少等）しか検証できないが、都市の自然と健康促進の関係を実験的に評
価できるため、エビデンスの構築には有用である。

 13 ローカルSDGs
Think	Globally,	Act	Locallyの理念に基づき、地球規模課題のSDGsを地域レベルに落とし込んで実

践する「ローカルSDGs」が注目を集めている。環境省は2020年に「環境省ローカルSDGs–地域循環共
生圏づくりプラットフォーム–」を立ち上げ、地域レベルでのSDGsの実践を支援している。ローカルSDGs
に関連した研究も進んでおり、「環境研究総合推進費1RF–1701：ポスト2015年開発アジェンダの地域実
装に関する研究」（2017～2019年度）の研究成果である「ローカルSDGsプラットフォーム」が公開され
ている。これは自治体におけるSDGs取り組み状況を検索、共有することを支援するオンラインプラット
フォームである。また、「環境研究総合推進費1–1801：SDGs目標達成に向けた統合的実施方法の包括的
検討」（2018～2020年度）では、SDGsを政策ツール及び分析ツールと捉えこれを軸とし、多様な行為
主体において、優先課題に応じた制度構築や政策推進モデルの形成を行い、SDGsの効果的推進に関する
施策や行動の創出を支援するための政策指向の研究が進められた。

 14 SDGsスマートウェルネス住宅
我々の生活基盤である住宅性能の改善は、居住者の快適性や健康性の向上に資するほか、光熱費等の

削減を通して地球環境保全にも貢献する。WHOもこのような点に注目して、2018年11月にSDGsの目標
3（すべての人に健康と福祉を）と目標11（住み続けられるまちづくりを）の達成に資するため「WHO	
Housing	and	health	guidelines（住宅と健康に関するガイドライン）」25）を公表した。COVID–19を受
けて従来の生活様式の大きな改変が求められたが、それを支えるハードとしての住宅のあり方も問われた。
自宅で業務を行うテレワークも広がり、生活空間と執務空間としての性能を併せ持つことが要求されるよう
になった。こうした社会の要請に応える、SDGsスマートウェルネス住宅に関する研究が進められている。
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 15 疫学研究手法の進歩
先述のEngland	&	Walesにおけるロンドンをさらに小さい地域に分けて熱関連の健康影響を評価するに

は、それに対応した方法の開発が必要であった。詳細はGasparrini	(BMC	Med	Res	Method	2022；
22：129）に譲るが、例えば死亡の研究の場合には、それぞれの死亡に対して、その日の気温と、対応す
る気温（死亡発生日と同じ月の同じ曜日の別の日をとることが多い）とを比較することで気温の影響を評価
するというconditional	logistic	regressionを発展させたconditional	Poisson	regressionを用いること
で小地域での解析を可能にした。上記論文には例として実際のデータと計算用プログラムが提供されており、
今後爆発的に普及することが予想される。

 16 都市気候における暑さ対策の導入
暑さ対策として、工事現場での空調服の採用やセンサを用いたアラートシステムの導入などの取り組みが

進んでいる。まちなかの暑さ対策として、環境省や自治体の支援によって、イベント会場などでの広場、ベ
ンチ、バス停などでの導入が広がりつつある。暑さ対策技術の開発と評価、適材適所の導入に向けたシミュ
レーション、都市計画への反映のための仕組みづくりなどが注力されている26）。人流計測などに基づく利
用者の行動特性と外部空間の温熱環境計画に関する研究にも関心が広がっている。

 17 Co–benefit
近距離の移動を車から自転車に変えることで緩和と健康増進のCo–benefitが可能であるとの報告は以前

からあったが、ある地域での報告に限定されていて、将来予測に用いるような枠組みがなかった。最近で
はSLCFsに関する理解が深まり、緩和策に応じたSLCFsの将来予測が可能となってきたことから、国や全
球レベルでのCo–benefitの評価を目指すプロジェクトもある。ただし、気温と大気汚染の影響を同時に評
価するモデルはまだ開発途上である。単純な仮定に基づいた将来予測は報告されており27）、さらに大きな
進展が期待されている。

［注目すべき国内外のプロジェクト］
■国内

 ●  内閣府 戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）第2期「国家レジリエンス（防災・減災）の強化」（2018
～2022年）
大規模災害時の避難支援や緊急対応の情報提供や広域経済活動の復旧支援、気候変動で激化する渇水対

策の強化、さらには市町村等行政の対応力の向上のため、国や市町村の意思決定の支援を行う情報システム
を構築し、国家レジリエンス（防災・減災）を強化するための研究を実施している。

 ● 内閣府他「ムーンショット型研究開発制度」
「Human	Well–being」（人々の幸福）が目指され、その基盤となる持続可能な3側面（環境・社会・経済）
の諸課題を解決すべく、9つのムーンショット目標（長期的に達成すべき目標）が決定されている。特に、環
境面においては「地球環境を回復させながら都市文明を発展させる」と掲げられており、都市環境サステナ
ビリティの分野における重要な研究開発制度として注目を集めている。

 ● 文部科学省「防災対策に資する南海トラフ地震調査研究プロジェクト」（2020～2024年）
南海トラフ地震の震源域において「異常な現象」が起こった後の地震活動の推移を科学的・定量的データ

を用いて評価するための研究開発、「異常な現象」が観測された場合の住民・企業等の防災対策のあり方、
防災対応を実行するにあたっての仕組みについて調査研究を実施している。
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 ● データ統合・解析システムDIAS（Data Integration and Analysis System）
気候変動適応策の確実な社会実装に重点を置き、モデル自治体を設定して実施された気候変動適応技術社

会実装プログラム（SI–CAT）（2015～2019年度）の研究成果が公開されている。

 ●  JST COI–NEXT地域共創分野「流域治水を核とした復興を起点とする持続社会 地域共創拠点」（2021年
度～）
SDGs、ウィズ/ポストコロナ時代をふまえた未来の地域社会のあるべき姿を構想し、拠点の様々な研究や

活動を行っている。COVID–19蔓延化で洪水災害に被災した球磨川流域の持続的発展に寄与することを目指
し、4つのターゲット、5つの研究課題を実施している。

 ●  JST SDGsの達成に向けた共創的研究開発プログラム（SOLVE for SDGs：Solution–Driven Co–

creative R&D Program for SDGs）
地域課題の解決にSDGsを活用する研究プログラムとして2019年に開始している。国内の地域における具

体的な社会課題を対象として、ソリューションの創出までの研究開発が行われる。研究開発の進捗に応じて
適切な支援を行うために、シナリオ創出とソリューション創出の2つのフェーズが設定されている。いずれの
フェーズにおいても、目指すべき姿を描き、その姿から立ち戻って現時点から計画を立てるバックキャスティン
グの手法が要件とされており、既に複数のプロジェクトが採択され、SDGsの様々な目標に貢献する研究が推
進されている。

 ●  ERCA 環境研究総合推進費「S–18：気候変動影響予測・適応評価の総合的研究」（2020～2024年度）
「我が国の気候変動適応の取り組みを支援する総合的な科学的情報の創出」を目的としている。農林水産
業、水資源・水環境、自然災害・沿岸域、健康、産業・経済活動、国民生活・都市生活など、複数分野に
おいて影響予測手法を開発し、共通の気候条件・社会経済条件で影響予測を行うとともに適応策の検討、評
価が行われている。人間の生活・健康に関しては、上下水道・建築物といったインフラや土地利用、地域の
産業・文化に立脚したQOLをもとに気候変動の影響や脆弱性を評価されている。今後の気候変動影響評価
や適応計画の見直しへの貢献に加え、自治体における適応計画の立案・実施への貢献、IPCC評価報告書な
どへの国際貢献が期待される。

 ●  ERCA 環境研究総合推進費2–1805「気候変動影響・適応評価のための日本版社会経済シナリオの構築」
（2018–2020年度）
これまで、共通社会経済経路シナリオ（Shared	Socioeconomic	Pathways：SSPs）としては全球を網

羅する国別のものが提供されていた。当然ながら、北海道から沖縄まで、東京23区から地方都市、町村で
の相違は非常に大きいため、国レベルの平均的なSSPを用いることはできず、市町村別のSSPsが必須である。
より細かく日本国内の市町村レベルの状況を表すために、日本独自のSSPjが開発された。これにより都市の
ヒートアイランド現象を考慮に入れた将来予測が可能になりつつある。また、2021年には1	kmメッシュに対
応したSSPも開発が終了しており、健康を含む様々な分野での活用により、日本の気候変動将来予測の予測
精度が格段に向上することが期待できる。
特に、健康で重要な指標である死亡については、SSPの開発で必ず取り扱われるため、その情報を用いて

気候変動による熱関連超過死亡の推定などに応用可能である。

 ●  気候変動適応情報プラットフォーム（A–PLAT）
国の法制度、国内外の先進事例、地方自治体の取組みなど、充実した情報を環境省が提供している。特に、

環境研究総合推進費S–8「温暖化影響評価・適応政策に関する総合的研究」の成果であるダウンスケーリン
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グ予測結果（格子間隔1	㎞）は地理情報システム（Geographic	Information	System：GIS）で公表され
ており、地方自治体がリスク評価や将来シナリオに基づく計画を作成する際に有用である。今後、分野別の
影響予測研究の充実が望まれる。

 ●  国立環境研究所気候変動適応センターPJ2–1「水資源、陸域生態系、作物生産性、人間健康に関する全
球気候変動影響評価及び気候シナリオの開発に関する研究」

 ●  国立環境研究所気候変動適応センターPJ2–3「気候変動による日本およびアジア太平洋域の大気汚染の変
化とその環境影響評価」

 ●  2020年東京オリンピック・パラリンピック暑さ対策に関連した様々なプロジェクト
暑さ対策については、オリンピックのマラソンコースや会場および会場までのアクセス空間での対策が注目

された。国際的な取り組みとしては、2019年7月にアメリカのローレンスバークレー国立研究所において
Cool	Building	Solutions	for	a	Warming	World:	Working	Group	Workshopが開催され、アメリカ、カ
ナダ、イタリア、フランス、日本、インドなどの研究者と実務者が参加し相互の取り組み状況が確認され、国
際連携の可能性が議論された。その後も継続的な取り組みがweb会議などにより実施されている28）。神戸
市の都心部における異常高温対策の実践、千代田区の丸の内仲通りの街路環境整備プロジェクトなどが先進
事例として位置付けられる。

■国外
 ●  ISI–MIP（The Inter–Sectoral Impact Model Intercomparison Project、分野横断的な気候影響モ
デルの相互比較プロジェクト）

 ● EU・Horizon2020（2020–）
EUの研究プロジェクトHorizon2020（現在、Horizon	Europe）において、防災関連プロジェクトも実

施されている。

 ● 米国ウェルカムトラスト財団によるCo–benefit研究
Wellcome	Trustは、気候変動と健康を重点分野の3本柱の一つとした。これによって、気候変動の感染

症への影響や、いわゆるコベネフィットアプローチとして、食生活の改善（ベジタリアンの増加により、牛か
らのメタンを減少させるなど）による緩和策への貢献とともにより健康な生活をおくることを模索するなどと
いったプロジェクトに研究費が供給されていくものと考えられる29）。

 ● Bill & Melinda財団による研究助成
Bill	&	Melinda財団の援助を受けた、気温の死亡に与える影響に関する論文が発表された。しかし、問題

点を指摘するLetterが掲載されたり、統計学者のブログで利益相反にも関連するのではないかとの疑義が示
されたりと、この分野をリードするロンドン大学衛生熱帯医学大学院主導のMCC（Multi–City	Multi–

Country）研究とは異なる推定値が出されており、今後問題になる可能性をはらんでいる。

 ● BlueHealthプロジェクト（2016～2020）
英国エクセター大学のThe	European	Centre	for	Environment	&	Human	Healthが主導した30）。様々

な分野の研究者が参画し、都市を始めとした様々な「blue	space」（河川や湖、海岸などの自然環境）が人々
の健康に与える影響を評価した。
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（5）科学技術的課題
 1 建築物・都市のレジリエンス性能の定量的評価
建築物のレジリエンス性能評価についてオフィスビルについて検討されているが、病院・工場といった他

用途の建物への展開、実被害にもとづく評価手法の検証が必要となっている。建築物から都市レベルにレ
ジリエンス性能評価を拡大していく必要があるが、都市システムのモデル化、地域コミュニティといったソ
フトな側面をどう評価するのかが課題となっている。

 2  地域の脆弱性評価
地域の持つ脆弱性をどのように同定し評価していくかも課題である。地域の既存の脆弱性によって現れ得

るリスクが変わるからである。シナリオによって将来予測は変動する。追加的適応策の導入にあたり、現時
点の脆弱性か、ある将来シナリオに基づくものかの政策的判断がなされる。

 3 健康効果をもたらす自然の「種類」、「量」、「質」の特定
身近な自然との接触は様々な健康指標の向上と関係があると分かってきたが、まだ多くの学術的・応用

的課題も存在する。例えば、「自然」の中のどの要素（種類）が特に重要な健康効果をもたらすのかが分かっ
ていない。これまで当該分野における研究の多くは「緑地」や「公園」がもたらす健康効果に注目してきた
が、英国におけるいくつかの研究では、都市に生息する鳥の鳴き声が人の精神的健康を向上させる可能性
が示唆されており31）、野生生物がもたらす健康効果にも注目が集まっている。どのくらいの「量」や「質」
の自然があれば都市住民が十分な量の健康効果を得られるかも不明である。最近豪州で行われた研究では、
都市緑地から得られる健康効果は「週に30分の利用」で十分に得られると指摘されている（それ以上利用
しても健康状態の改善は見られない）32）。こうした自然の「種類」、「量」、「質」と健康の関係を調べること
で得られた知見は、今後の都市計画やグリーンインフラ整備に実際に活かすために必須の情報となる。

 4 都市ヒートアイランド対策
都市の気温上昇は気候変動と都市ヒートアイランドの2つの温暖化によって生じている。都市ヒートアイ

ランドに対して蓄積された数多くの暑熱対策の研究実績、知見が果たす役割がますます重要になっている。
緑化、高反射率建材・塗装や保水性建材・舗装などの導入効果は実証実験などを通じて多く検証されてい
る。日本はカーボンニュートラル化を進める必要があるが、気候変動の緩和策は日本一国の努力のみでは
達成しない。日本の諸都市の場合、気候変動に伴う都市の気温上昇に対して、各種の都市ヒートアイラン
ド対策の導入により相殺させた適応策を目指すしかない。

個々の技術としてはクールルーフ、クールペイブメント、屋上緑化などによるヒートアイランド対策、日射
遮蔽、ミスト噴霧、散水などによる暑さ対策技術は開発、評価がかなり進んでいる。残された研究課題は
外部空間における人体の温熱生理、心理反応を考慮した暑熱適応などである。
都市計画への反映のための仕組みづくり（自治体における気候変動適応策への反映など）も課題である。

世界では気候変動（熱波が代表事例）と都市ヒートアイランドの関連性、それらが冷房負荷、電力消費量、
死亡率や罹患率、汚染物質濃度などに及ぼす影響の研究に注目が集まっている。
都市ヒートアイランド現象の影響評価に関して、高度なシミュレーションが可能になっているが、計算資

源をかなり多く消費する課題がある。計算機の進歩、あるいは計算方法の進歩が待たれる。

 5 社会的混乱期における自然の役割
COVID–19は社会に大きな混乱をもたらした。この間、都市の自然は人々の精神的健康に大きく寄与し

たことを示す研究が多数出版されている33）。また、人々の自然利用（都市公園の利用や庭先での野生動物
への餌やり）が急増したことも報告されている34）。これらの事実は、COVID–19のパンデミックのような
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社会的混乱期において、都市の自然は人々の心の健康やレジリエンスにとって重要な役割を果たすことを示
唆している。これらの効果を検証することは、今後同様の社会問題が起きた際に重要な洞察を提供するも
のである。そのため、現在のような社会的混乱期において、平時には見られない自然の効果を検証するこ
とは有益だと考えられる。

 6 健康効果における地域差・個人差の評価
既往研究により、身近な自然との接触は様々な健康指標の向上と関係があると分かってきた。しかし、

実際の両者の関係の間には大きな地域差・個人差があると考えられる。例えば、ヨーロッパでの比較的寒
冷な地域で行われてきた既往研究では、自然との接触は様々な健康便益をもたらすとの結果が出たが、シ
ンガポールなどの熱帯域の都市では明瞭な健康効果が得られていない35）。自然体験がもたらす健康効果に
は個人差もある。例えば、自然に対して強い関心がある人は自然体験からより多くの精神的健康便益を得
ることが報告されている36）。都市の自然がもたらす健康効果に地域差や個人差が生じる原因を特定するこ
とが今後の課題である。

 7 Co–benefit評価
Co–benefit評価のための、SLCFsの気温と大気汚染を同時に評価するモデルの開発が必要である。こ

れまで単に一つのモデルに二つの変数を含めて対処してきており、その妥当性の評価が課題となっている。

 8 温暖化ダウンスケーリングと予測不確実性
将来の気候変動（温暖化）の影響に対する各種暑熱対策の導入効果の検討・評価に関しては、温暖化

ダウンスケーリングを活用した都市暑熱環境予測が欠かせない。ただし、その将来予測においては、
GHGs排出シナリオ、土地利用・土地被覆シナリオ、エネルギー利用シナリオなど、様々な将来シナリオの
導入が必要となる。不確定な将来に対して、どのような将来シナリオを導入するかにより、将来予測の結
果は大なり小なりの差が生じる。これは「予測不確実性」と呼ばれ、将来予測において不可避である。温
暖化ダウンスケーリングで用いる各空間スケールのシミュレーションモデルの選択も、大きな予測不確実性
をもたらす要因の1つとなる。したがって、可能な限り多くの将来シナリオやシミュレーションモデルを導入
した温暖化ダウンスケーリングを実施し、予測不確実性の幅を定量的に評価・把握しておくことが非常に
重要となる。それを踏まえた上で、各種暑熱対策の導入効果の幅も評価・把握する必要がある。

 9 蓄積された研究資産の活用
暑熱環境下の健康影響評価に関して、これまでに被験者実験などを通じて得られた研究実績・知見が数

多くある。これらと、温暖化ダウンスケーリングモデルを活用した都市暑熱環境の将来予測を融合すれば、
将来の暑熱環境下の健康影響評価（熱中症健康被害の推定等）が可能となる。この場合も、温暖化ダウ
ンスケーリングの予測不確実性の幅に伴う健康影響評価の幅を定量的に把握しておく必要がある。

 10 影響分析とリスク評価
ダウンスケールにより地域の気候予測データが得られても、それがどの分野にどの程度の影響をもたらす

かの影響分析とリスク評価は一部の分野でしか進められていない。これらは地域性が大きく、現象・対象
ごとの解析が必要になる。研究者からの視点だけではなく、地域のステークホルダーによる「地域知」や「伝
統知」も必要であり、今後の研究が期待される。

 11  エビデンスレベルの向上
自然との触れ合いによる健康効果を扱う研究の多くは、ランダム化比較試験ではなく、比較研究や横断
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的研究でこれまで行われている。そのため、必ずしもエビデンスレベルが高くないものも含まれる。特に、
横断的研究で得られた知見は「自然体験によって健康になる」のか「健康な人が自然体験をよくする」の
かの区別がつかないという批判もある。そのため、今後はランダム化比較試験等の、よりエビデンスレベル
が高い手法を用いた研究が必要である。

 12 客観的な健康指標の活用
自然による健康効果に関する多くの既往研究では、自己申告型のアンケートに基づく手法（自己申告に

よる鬱症状の診断等）が用いられている。この手法には様々なバイアスを含む可能性があり、より客観的
な手法に立脚した研究が求められる。例えば、毛髪に含まれるコルチゾールの量（数か月の間に蓄積され
たストレスホルモン量）を用いれば、より客観的なストレスレベルを評価できる。最近、ウェアラブル端末
型常時測定バイタルセンサーで得られる生理学的指標データが増加しており、その自動的データ収集システ
ムや解析を行う研究が注目されている。

 13 多岐にわたる分野での適応策に対する地域ステークホルダーの効果的な参加
地域で適応策を進める場合、様々な分野における対策が求められてくる。仮に、その優先順位を決めて

いく際、どのような手法をとればよいのか一律定型的な最適解が存在しない。地域のステークホルダーの
参加をどのように得ていけば良いのかといった課題がある。

 14 住宅内における熱中症リスク評価
人体モデルを用いたシミュレーションにより、暑熱環境下における体温上昇量や発汗量などの算出や熱

中症発症要因の特定が行われ、熱中症リスクの評価が従前よりも精緻に行えるようになってきている。近年
は、住宅内における熱中症の発症数が増加しており、屋外の熱中症発症者数と割合として変わらない程度
になっていることから、その予防が急務である。住宅内の温熱環境の予測技術と人体の熱収支モデルを結
び、年齢以外の個人属性を考慮した熱中症リスクのパーソナル評価が必要であると考えられる。推計した
熱中症リスクの結果を個々人にリアルタイムでフィードバックする熱中症早期警戒情報システムの開発も求
められている。

 15 SDGs達成に向けたビッグデータ活用基盤の整備
SDGsに関連した研究は、様々な分野で広く行われており、SDGsに関する情報はビッグデータとなりつ

つある。これに伴い、SDGsの目標間の関係性を分析するネットワーク解析が必要である。人間では処理し
きれないビッグデータの分析にAI等の活用が期待される。オープンデータやオープンソースとの連携などを
はじめ、SDGs関連ビッグデータの活用基盤を充実させて、SDGsの達成度を誰にでも分かりやすく伝え得
る可視化手法の開発も求められている。

（6）その他の課題
 1 多分野連携の遅れ
都市の自然がもたらす健康効果を理解し社会実装するためには、公衆衛生学・疫学を専門とする医学系

の研究者、建築・都市環境工学、土木工学を専門とする工学系の研究者、人間の心理・行動を専門とす
る環境心理学の研究者、そして生物多様性や景観を専門とする生態学系の研究者を交えた幅広い学術分野
の協働が必要である。自然体験と健康の関係性の因果関係を明らかにするためには、高度な統計学を専門
とする研究者との協働も必要である。学術的知見を基に都市緑地やグリーンインフラの管理を行うためには、
工学系の実務者とも協働して取り組む必要もある。
都市生活や住民の健康への影響評価を行う上で都市暑熱環境の予測する温暖化ダウンスケーリングのモ
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デル開発・応用研究には、気象・気候学、地理学を専門とする理学系の研究者、建築・都市環境工学、
土木工学を専門とする工学系の研究者の協働が必要である。膨大な計算量の対処には、計算科学を専門
とする研究者と協働し、計算高速化・効率化の取り組みも必要である。都市生活や住民の健康に対する気
候変動影響評価に関しては、工学系の実務者とも協働して取り組む必要がある。その評価を踏まえた具体
的な適応策の検討には、社会科学系や人文学系の研究者・実務者との協働も必要となる。
本領域の重要テーマの研究を推進するには極めて広い学際研究や関係ステークホルダーとの連携が必要

となる。学際研究1点のみのメリットやデメリットのみでは持続可能でレジリエンスある都市計画につなが
らない。気候変動適応策と緩和策、レジリエンス、感染症、生物多様性、心身の健康、日々の快適性・利
便性と災害時の脆弱性の関係、それらを総合した都市の魅力などにおける、シナジー・トレードオフを複
眼的思考でとらえる必要がある。その基礎を据えるための学術研究においても、まだ垣根を超えた連携が
それほど進んでいないのが実情であり、促進する必要がある。

 2 データ整備の遅れ：アクセス性、不統一、信頼性
我が国を含む先進国においても、健康情報は一元管理されているわけではない。実際の研究を行う場合

には研究者が様々な規制をクリアして情報にアクセスする必要がある。このために研究者の作業時間、研究
費は相変わらず大きな負担になっている。個人情報の保護の観点から難しい点もあるが、一元的な健康情
報の蓄積は、気候変動影響、医学研究、都市環境学など広範な分野で有益である。
我が国の健康分野の研究者はこれまで疫学的な方法論を用いて影響評価を行ってきた。行政と適切に協

力すれば、適応策の効果に関する評価も可能な手法は存在する。しかし、行政側に効果を評価するという
意識が乏しく、よかれと思われる方策の実施に留まっている。費用対効果もほとんど考えられていない。
COVID–19で明らかになったが、公的に収集される健康関連データの電子化が進んでいない。過去の

データはつぎはぎだらけで統一的影響解析ができない状況で、将来の使用に向けた統一フォーマット化な
どの進展や検討も進んでいない。現時点で、死亡小票データを解析できるのは早くても翌年の秋以降であ
る制約は、解析研究のボトルネックとなっている。死因などの検討にある程度時間がかかることは理解され
るものの、速報値としての計算は、電子化がしっかり進んでいれば現時点でも、ほぼリアルタイムに可能に
なるはずである。

 3 都市環境が住民の健康に及ぼす影響のエビデンスの不足
医学・公衆衛生学における研究成果の社会実装・浸透には高い信頼度が求められる。その信頼度の指

標として医学・公衆衛生学分野ではエビデンスレベルが使用されている。エビデンスレベルは臨床試験や
疫学研究による医学的根拠の高さによりI～VIの計6段階に分類されている。しかし、都市環境が住民の
健康に及ぼす影響に関する研究の多くはケースレポートレベルにとどまっており、メタアナリシスやシステマ
ティックレビュー、ランダム化比較試験（Randomized	Controlled	Trial：RCT）	、コホート研究、ケー
スコントロール研究の実施例は多くない。今後、都市環境が住民の健康に及ぼす影響を明確化させるため
にも、エビデンスレベルの高い研究手法の採用が求められている。

 4  社会実装に向けたステークホルダー連携、人材育成の持続的仕組み：実務者やコミュニケーターまで
含めた連携と人材育成、社会実装の機会の拡大
適応策の社会実装を行う際には、地方自治体との官学連携が不可欠である。新しいビジネスモデルが創

出可能な場合には、産との連携も必要である。学際的研究や関係ステークホルダーとのコミュニケーション
を行うファシリテーターなどのスキルを持った人材が不足しており、真の分野連携が進まない。関係ステー
クホルダーとの連携が不足している。
都市における社会実装においては、自治体単位での都市計画へ反映のための仕組みづくりが課題である。
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モデル自治体などを設ける施策で意欲ある人材の登用や経験蓄積が進められたが、人材は全国的に育成す
る必要があり、いっそう拡充しなければならない。
日本人の博士課程へ進学する学生の減少が続き、今後の研究開発をリードする人材が確保されていない

課題がある。産業界で博士人材を確保する動きもあるが、マルチキャリアパスの視点が学生に伝わっていな
いことも課題である。
産官学が連携した取り組みとして、例えば、大阪ヒートアイランド対策コンソーシアムは10年以上活動し

ているが、ヒートアイランド対策では民間へのインセンティブが働きにくく、社会実装の十分な後押しには
なっていないといった課題がある。今後の暑さ対策技術の導入に関して、オリンピック会場、万博会場など
とともに、自治体が主導する再開発プロジェクトや駅前広場整備の支援などによる社会実装の機会拡大が
期待される。大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアムは大阪・関西万博のTEAM	EXPO2025共創
チャレンジに登録し、万博会場における暑さ対策評価での貢献（協賛）を提案している。

 5 複合災害への備え：自然災害（洪水、暑熱、干ばつ、台風、地震、噴火等）、感染症等の同時発生
これまでに可能性は論じられていたが、実際の対応は取られていなかった重要な問題に、複合災害の問

題がある。たとえば、ニューヨーク市において、大規模停電が発生した際に熱波が襲い、そのことによる
超過死亡が報告された37）。その停電の原因は気候変動と無関係であったが、2019年に千葉県で台風19
号による大規模停電が発生し、直後の熱波によって、大規模停電が発生しなかった東京都と比べて遙かに
多くの熱中症救急搬送が報告された。我が国のみを観察しても、毎年のように洪水や台風による大規模な
被害が発生する昨今、個別の適応策のみでは不十分で、このような複合災害を前提とした適応策に関する
総合的な取り組みが必要である。それは行政対応にとどまらず、停電した場合にどのような熱中症予防策
がとれるのかといった実際的な温熱生理学を含む研究の蓄積が求められる。
2020年に熊本県では、COVID–19の脅威に晒された状況下で、さらに台風による洪水災害も襲うとい

う複合災害が発生した。洪水避難場所の密集を避ける観点などこれまでの防災対策、感染症対策それぞれ
での検討では十分に考えてこられなかった。我が国では2020年の夏に、熱中症とCOVID–19の識別が困
難といった課題も生じた。このような複合災害に対する対策は、実際に起こるものとしてとらえ、定常時に
おいて余力がある期間から、十分に検討しておく必要性を強く示している。

 6 追加的気候変動適応策の推進
前回の本俯瞰報告書（2021年）以降も各国で、洪水、熱波、森林火災などの極端気象災害、感染症

拡大などの災害により、住民への具体的な被害や社会的・経済的な損害が出ている。地震や噴火も世界各
地で発生し、生命や経済的に大きな悪影響を与えている。これらがきっかけで、緩和策との両輪で適応策
の研究や実装を進めざるを得ないこと、脆弱性の高い地域や住民が最も悪影響を受ける、といった従前か
らIPCCが指摘していた指摘も少しずつ一般に認識されつつある。
日本では歴史的にも自然災害を多く経験しており、防災対策としての「適応策」は研究、社会実装の両

面に蓄積がある。しかしながら、気候変動の進行により、これまで想定されていた基準値を超える極端気
象の発生頻度が高まっている。さらに災害記録や対策を積極的に継承してきていない人的要素の被害も現
れている。気候変動の新たなフェーズに対処すべく、「追加的適応策」のためには、学際的な研究が必要
不可欠である。研究成果がまとめられ、社会へ発信されても、社会実装を行う部分で科学に基づく政策に
つながり、実践されなければ、結果として、長期的視点の弱い対症療法的な状態で終始することとなる。

 7 国際連携
研究者の国際ネットワークへの積極的な参加が望まれる。境界領域であり、研究費の獲得が難しく、社

会実装の分野の研究が遅れている。
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低中所得国での感染症疾病発生率のデータは質的、量的に不十分である。この解決に近道はない。国
際開発における健康増進の優先度を上げ、低中所得国の公衆衛生インフラストラクチャーを構築することで
低中所得国にも利益となり、その結果として良質なデータも収集可能となる。

（7）国際比較

国・ 地域 フェーズ 現状 トレ ンド 各国の状況、評価の際に参考にした根拠など

日本

基礎研究 ◎ →

●	温暖化ダウンスケーリングなど特徴のある研究が行われている。
●	日本建築学会レジリエンス建築タスクフォースにおいて、都市・建築

にもとめられるレジリエンスというな防災性能について、その基本概念
の整理、社会実装の方法論、学会における継続的な検討・活動の必
要性、さらにはレジリエントな都市・建築の様々な可能性について示
している38）。

●	2018年の熱波が人為起源の気候変動に帰することを示すなど、大き
な貢献を示している。

●	我が国では古くから「森林浴」に関して世界的にも高水準の研究が行
われている。

●	ローカルSDGsに関する研究は、年々その数と種類が増加しており、
世界的にもユニークで高水準の研究が行われている。

●	多くの市町村レベルあるいはそれ以下の解像度の気象モデルの開発が
引き続き盛んに行われている。

●	熱中症救急搬送データという日本特有のデータが簡単に入手できるよ
うになり、その解析が進みつつある。

応用研究・開発 ○ →

●	気候変動適応やヒートアイランドの研究成果の蓄積がある。それらを
長期的な災害対策に反映する必要がある。

●	個別に先進的な研究がなされてきているが、法整備が欧州と比べ遅れ、
社会実装も遅れが見られている。地方自治体への社会実装などを加速
するため国主導でモデル自治体でのプロジェクトが進められたが、終
了している。一過性ではなく、広く波及するにはまだ乖離がある。乖
離を具体的に埋めていく人材や検討が足りていない。

●	国際的な枠組みで、日本在住の研究者も一定の貢献を果たしている。
●	ヒートアイランド対策（緩和策、適応策）両面の技術は建築環境総合

評価システムCASBEE–HIに反映されている。環境省環境技術実証事
業における実証、大阪ヒートアイランド対策技術コンソーシアムにおけ
る認証、日本ヒートアイランド対策協議会における認証、の制度が運
用されている。認証の際に参照される日射反射率の測定方法などは、
JISや他の団体の規格として制定されている。

●	SSPjなど、実際の政策に貢献できる研究も進んでいる。

米国 基礎研究 ◎ ↗

●	US	Cities	Sustainable	Development	Reportが継続して発表され
るなど、ローカルSDGsに関する研究が他地域と比較して進展している。

●	米国連邦危機管理庁と米国標準技術研究所が地震後の建物のダウン
タイムに着目した研究成果を発表した。コンサルタント会社のArup社
はレジリエンスという考え方にもとづく設計システムの提案を行ってい
る5）、39）。

●	近年、米国スタンフォード大学のGretchen	Daily博士らを筆頭に影
響力の大きな最新の知見も世界に発信しており、基礎研究は大きく進
展している。

●	プライバシー保護の行き過ぎで死亡データの使用に制限がかかるなど、
研究の面からは困難な状況。画期的な業績は出ていないが元々ポテン
シャルは高く、論文は多く出されている。
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応用研究・開発 〇 ↗

●	米国環境保護庁（EPA）、米国国立科学財団（NSF）、Wellcome	
Trustなどにより適応策に関する研究支援が行われている。

●	タイムラインやグリーンインフラなどの手法を創出し、その概念も根付
いており、一定のポテンシャルがある。

●	ローレンス・バークレー国立研究所のヒートアイランドグループが暑熱
環境に関わる研究を精力的に展開している。国際的なワークショップ
を主催し、各国の研究動向・知見を共有するなど、同分野を牽引して
いる28）。

●	クールルーフ（高反射率材料）技術はCool	Roof	Rating	Councilに
おいて認証され、自治体の省エネルギープログラムなどに採用されて
いる40）。認証の際に参照される測定方法などは、ASTMや他の団体
の規格として制定されている。

●	トランプ前政権下でCDCやEPAなどの予算が削減され、研究開発が
滞っていた。

欧州

基礎研究 ◎ ↗

●	伝統的に世界をリードしている。多くのプロジェクトが実施され、最新
の知見を世界に発信し続けている。Horizon	2020関連で防災に関す
る研究プロジェクト、例えばリスクコミュニケーションに関するプロ
ジェクトが行われている。

●	都市生態学分野を基礎、応用ともに伝統的に世界をリードしており、
影響力の大きな最新の知見も世界に発信し続けている。多くの国際プ
ロジェクトが実施されてきている。2017年ドイツのボンにおいて
「Biodiversity	and	Health	in	the	Face	of	Climate	Change」とい
う非常に大きな会議が開かれる等、当該テーマに関する議論が盛んに
なされている。

●	クールルーフ技術はEuropean	Cool	Roofs	Councilで認証されてい
る41）。

●		欧州連合の統計局EurostatがEU加盟国のSDGs達成に向けた進捗
状況を可視化するシステムを整備している。 I SO	T C 268	–	
Sustainable	cities	and	communities	–でもSDGsを生かしたまち
づくりに関する議論を欧州各国がリードする状況となっている。

●	英国は、SDGs内の各目標の相互作用を定量化する研究などを進めて
おり、注目される。 London	School	of	Hygiene	and	Tropical	
Medicineが引き続き気候変動の健康影響研究を牽引し、そこで育っ
た研究者、共同研究で関与している研究者は全世界に及ぶ。

●	ドイツのポツダム気候影響研究所がISI–MIPを管理・発展させている。

応用研究・開発 ◎ ↗

●	応用面でも伝統的に世界をリードしている。国際的な枠組みでの研究
をリードし、最新の知見を世界に発信し続けている。 EU全体の枠組
みに加え、英国、ドイツ、フランスといった国の単位においても応用
研究が実施されている。引き続き気候変動適応策についての出版がな
されている。地域単位の適応策に関する政策にも影響を与える研究が
なされている。

●	革新的研究開発を促進するHorizon	2020プログラムの支援を受け、
各国で気候変動の影響予測や適応策に関する研究を行う仕組みが確
立されている。Horizon	2020の後継となるHorizon	Europeの枠組
みにおいても、本分野を継続、発展するとみられる。

●	気候変動適応に関してEU気候変動適応戦略の策定や適応策に関する
オンラインプラットフォームであるClimate	ADAPTを早期に開発し、
本分野を世界的にリードしている。

●	最新の知見も世界に発信し続けている。特に英国の一部の都市では、
健康促進のためにグリーンインフラを活用する取り組みも実施されてい
る。

●	Green	prescriptionやNature	dose	等の用語が提唱されるなど、一
般社会に対する普及も積極的に行っている。

●	European	Cities	SDG	Indexを公表してEU各国の各都市の状況を
可視化するなど、新しい試みが始まっている。
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中国

基礎研究 〇 ↗

●		2016年に国連ハイレベル政治フォーラムの場で世界に先駆けて自発
的国家レビューを実施し、SDGsへの取り組みをアピールしている。9
つのキーエリアの中には都市と地方の調和の取れた開発が謳われ、基
礎研究が開始されている。

●		潤沢な資金により、論文数は増大している。独創的な研究は多くない。

応用研究・開発 〇 ↗

●	キャッチアップ型で、強化が図られている様子である。しかし、大気
汚染や水質汚染などの中国内で関心の高い分野と比べて、目立った応
用研究の報告などが見えていない。

●		「国家イノベーション駆動発展戦略綱要（2016～2030年）」を掲げ、
国家的に研究を推進し総合的な国力の向上を目指している。データ駆
動型&エビデンスベースのSDGs	Local	Monitoringが開始されてお
り、都市環境サステナビリティの分野でも存在感が年々増している。

●	潤沢な資金により、論文数は増大しているが画期的な論文、独創的な
研究は多くない。

韓国

基礎研究 〇 ↗

●	極端気象による災害の増加に伴い、気候変動への適応を強化するため
に適応フォーラムや適応技術専門家会合等を開催し、気候変動適応策
に関する新たな技術を共有している。

●	水準の高い研究者が、国際研究の枠組みで一定の貢献を果たしている。
●	それほど画期的な論文は多くない。

応用研究・開発 〇 ↗

●	キャッチアップ型であり、強化が図られている様子だが、まだ報告数
は少なく、世界的にインパクトのある研究成果は見えていない。

●	サステナビリティを目指す自治体連合ICLEIのアジア拠点をソウルに
誘致し、本分野に関する研究を積極的に進めている。

●	水準の高い研究者が、国際研究の枠組みで一定の貢献を果たしている。

その他の
国・地域

基礎研究 〇 ↗

●	極端気象による災害の増加に伴い、気候変動への適応を強化するため
に適応フォーラムや適応技術専門家会合等を開催し、気候変動適応策
に関する新たな技術を共有している。

●	ニュージーランドでは、2011年クライストチャーチ地震以降、The	
Joint	Centre	for	Disaster	Research,	Messy	Universityにおいて総
合的な防災対策に関する研究を実施している。

●	シンガポールはアーバンヒートアイランド（UHI）の影響により年々気
温が上昇している。居住者の屋外における熱的快適性（OTC）を高め、
経済的にも、健康的にも大きな発展をもたらすことを目的として、都
市の冷却効果の評価・測定や、意思決定支援システムの開発、気候
適応ガイドラインの設計を行う「COOLING	SINGAPORE」プロジェ
クトを発表している。

●	オーストラリアは、The	University	of	SydneyのProf.	Ollie	Jayが
中心となって、温熱生理学的な観点からの気候変動適応策研究を行っ
てきている。

応用研究・開発 〇 ↗

●	シンガポールは、暑熱対策に関してSingapore	Green	Building	
Councilにおいて幾つかの技術が認証されている42）。

●	インドは2019年12月に第5回ヒートアイランド対策国際会議を開催し、
クールルーフに関する実践的研究をアピールしている。

●	オーストラリアは、クールルーフによるヒートアイランド緩和効果、省
エネルギー効果などを集中的に研究し、企業などと連携したワーク
ショップを積極的に実践している43）。

（註1）「フェーズ」

「基礎研究」：大学	･	国研などでの基礎研究レベル。

「応用研究	･	開発」：技術開発（プロトタイプの開発含む）・量産技術のレベル。　

（註2）「現状」　※我が国の現状を基準にした評価ではなく、CRDSの調査・見解による評価。

◎：他国に比べて特に顕著な活動	･	成果が見えている	 〇：ある程度の顕著な活動	･	成果が見えている

△：顕著な活動	･	成果が見えていない	 ×：特筆すべき活動	･	成果が見えていない

（註3）「トレンド」　　

↗：上昇傾向、→：現状維持、↘：下降傾向
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関連する他の研究開発領域

・地域・建物エネルギー利用（環境・エネ分野　2.3.1）
・エネルギーシステム・技術評価（環境・エネ分野　2.5.2）
・気候変動観測（環境・エネ分野　2.7.1）
・気候変動予測（環境・エネ分野　2.7.2）
・水循環（水資源・水防災）（環境・エネ分野　2.7.3）
・社会ー生態システムの評価・予測（環境・エネ分野　2.8.1）
・農林水産業における気候変動影響評価・適応（環境・エネ分野　2.8.2）
・環境リスク学的感染症防御（環境・エネ分野　2.8.4）
・社会におけるAI	 （システム・情報分野　2.1.9）
・災害対応ロボット（システム・情報分野　2.2.9）
・インフラ保守ロボット（システム・情報分野　2.2.10）
・デジタル革新（システム・情報分野　2.3.1）
・メカニズムデザイン（システム・情報分野　2.3.4）
・社会におけるトラスト（システム・情報分野　2.4.7）
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